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序　　　　　文

モンゴル国は、世界有数の鉱物資源保有国であり、国家開発計画においても経済成長の牽引役

として鉱業が極めて重要視されています。鉱物資源は銅を筆頭に、石炭、蛍石、モリブデン、錫、

タングステンなどが産出されています。モンゴル国政府は、鉱物資源を開発し、非鉄金属及び鉄

金属部門を発展させることは産業化、経済発展戦略において重要な要素と考えており、1990年ま

では第８次経済開発５か年計画（1986年～ 1990年）に基づき、ソビエト連邦・東ヨーロッパ諸国の

援助を受けつつ鉱物資源の調査を実施してきました。

しかし、ソビエト連邦の解体などにより援助が大幅に縮小され、同国は西側諸国に協力を求め

ざるを得ない状況になっており、我が国に対しても地下資源に関する地質調査及び資源調査の技

術向上を目的としてプロジェクト方式技術協力を 1991年５月に要請してきました。

この要請を受け、日本国政府は国際協力事業団（ＪＩＣＡ）を通じて、1992年 11月の事前調査、

長期調査を経て、1994年３月に実施協議調査団を派遣して、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名・交換を

行いました。その後、モンゴル国政府の機構改革により協力対象としていた研究機関が分割され、

実施機関変更によるＲ／Ｄの改定を 1995年２月に行いましたが、1997年１月に発令された政令に

より再度実施機関の変更がありました。

このような背景のもと、本プロジェクトは、開始から 3年が経過したところであり、プロジェ

クト運営の現状確認・調整を行うことを主な目的として、1997年３月 14日から３月 23日まで計画

打合せ調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣に関し、ご協力いただきました日本国及びモンゴル国両国の関係各位

に対して深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

1997年３月

国際協力事業団
鉱工業開発協力部

部長　松澤　憲夫
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第１章　計画打合せ調査団の派遣

１－１　要請内容及び背景

モンゴル国における地下資源開発は、従来第８次経済開発５か年計画（1986年～ 1990年）に基づ

き、地質鉱物資源省及び国立地質センターが、ソビエト連邦・東ヨーロッパ諸国の援助を受けつ

つ鉱物資源の調査を実施してきた。

その結果、世界最大規模の銅鉱山開発が行われたほか、膨大な石炭資源も確認され、鉱物資源

開発は、国家開発計画において経済成長の牽引役として極めて重要視されている。

しかし、ソビエト連邦の解体などにより援助が大幅に縮小され、モンゴルは西側諸国に協力を

求めざるを得ない状況になっており、我が国に対しても地下資源に関する地質調査及び資源調査

の技術向上を目的としてプロジェクト方式技術協力を 1991年５月に要請してきた。

この要請を受け、日本国政府は国際協力事業団（ＪＩＣＡ）を通じて、事前調査団、長期調査員

を派遣し、1994年３月９日に実施協議調査団により、討議議事録（Ｒ／Ｄ）が署名・交換され、5

年間の協力が実施された。

その後、モンゴル政府の機構改革により実施期間の地質研究所が分割され、その中の一機関で

ある地質鉱物資源研究所を新たに実施機関とするＲ／Ｄを、1995年２月 23日の計画打合せ調査団

派遣の際に署名・交換した。

このような背景のもと、本プロジェクトは、開始から３年が経過したところであり、機材の配

置、利用につき、分割された一機関である中央分析所との間での現状確認・調整が必要となった。

更に、外資系鉱業会社の進出によるＣ／Ｐの離職も見られており、プロジェクトとしての対応が

必要となっている。

なお、1996年 11月にチーフアドバイザーを含む２分野の長期専門家の交代があり、さらに1997

年３月に新たに１名の長期専門家を追加派遣するなどプロジェクト機関の後半に入り、専門家

チームも新体制に入ったといえる。

上記の状況を踏まえ、今回の調査ではプロジェクトの目的を再確認し、実施体制の確認、さら

に今後の活動計画を協議することにより、残り２年間となった協力期間のあり方を日本・モンゴ

ル双方で改めて協議・検討することとなった。

１－２　調査団派遣の目的

本調査団派遣の目的は、下記のとおりである。

（1）モンゴル側のプロジェクト実施体制の再確認

1） 組織改編の状況確認
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2） Ｃ／Ｐの配置状況確認

3） ローカルコスト確保の状況

4） 建物・設備の整備状況

5） 現有機材の設置状況

6） 供与機材の利用・管理状況

7） 合同調整委員会のメンバーの変更

（2）プロジェクトの目的、範囲の再確認

（3）技術協力計画の実施状況確認

（4）1996年度暫定実施計画の進捗状況

（5）1997年度実施計画に対するモンゴル側の要望

（6）プロジェクトの自立発展性の確認

（7）専門家の生活環境等の確認

１－３　調査団の構成

松　澤　憲　夫 団長／総括 国際協力事業団　鉱工業開発部長

越後谷　治　彦 技術協力計画 通商産業省資源エネルギー庁　長官官房鉱業課　採石対策官

笹　田　政　克 資 源 調 査 通商産業省鉱業技術院　地質調査所　国際協力室室長

黒　田　英　夫 地 質 調 査 財団法人　国際鉱物資源開発協会　国際協力部　

上席調査主幹（理学博士）

小野塚　　　徹 分 析 技 術 同和鉱業株式会社　資源開発本部資源開発部　部長

勝　又　　　晋 運 営 管 理 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　職員
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１－４　調査日程

日付 曜日 調査内容 宿泊地

１ ３/14 金 成田10:10→北京13:15（NH905） 北京

２ ３/15 土 北京13:30→ウランバートル15:30（OM224） ウランバートル

３ ３/16 日 ＡＭ　ＪＩＣＡ事務所での打合せ ウランバートル

ＰＭ　団内打合せ

４ ３/17 月 ＡＭ　日本大使館、農牧産業省表敬 ウランバートル

ＰＭ　地質鉱物研究所・分析所表敬、サイト見学、打合せ

５ ３/18 火 終日協議 ウランバートル

６ ３/19 水 ＡＭ　対外関係省表敬 ウランバートル

ＰＭ　サイト調査

７ ３/20 木 Ｍ／Ｄ案最終調整 ウランバートル

８ ３/21 金 ＡＭ　合同委員会、Ｍ／Ｄ署名、ＪＩＣＡ事務所報告 ウランバートル

ＰＭ　大使館報告 （笹田団員北京）

【笹田団員 ウランバートル12:30→北京14:20（CA902）】

９ ３/22 土 ウランバートル10:30→北京12:30（OM223） 北京

【笹田団員 北京14:50→成田19:00（NH906）】

10 ３/23 日 北京14:50→成田19:00（NH906）

１－５　主要面談者

〈モンゴル側〉

対外関係省

P. GANGHUYAG貿易経済協力局 Deputy Director

L. DAVAAJARGAL貿易経済協力局担当

農牧業・産業省

Lhamsurengiin DUGERJAV地質鉱山局長

Bayanmunkhyn BILIGT協力法制情報局長

ガンバートル農牧産業大臣アドバイザー

Urtnasangiin BORDHULUUN地質部長

ユウン海外部長

日下浩個別派遣専門家

水口壽雄個別派遣専門家



- 4 -

地質鉱物資源研究所

Namjiliin JADAMBAA地質鉱物資源研究所長

D. TURMAGNAIカウンターパート

L. BAYARMANDALカウンターパート

中央分析所

Bombor BATJARGAL中央分析所長

G. BAT-ERDENE中央分析所 Chief Engineer

〈日本側〉

在モンゴル日本大使館

久保田眞司大使

香川敬三一等書記官

岩崎平書記官

ＪＩＣＡモンゴル事務所

四釜嘉総所長

プロジェクト専門家

伊藤司郎チーフアドバイザー

樋口三岐子業務調整員

清水博司長期派遣専門家

高橋敏夫長期派遣専門家

高橋裕平長期派遣専門家
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第２章　調査結果

調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

２－１　モンゴル側の

実施体制の再確認

（1）組織改編 1995年３月のR/D改訂の際に地質鉱物

資源研究所（Institute of Geology and

Mineral Resources＝IGMR）を実施機関

として確認したが、1997年１月以降、

組織改編の動きが伝えられている。こ

れは、１月22日、首相、文部大臣の名

で発令された政令31号（モンゴルの科

学技術に関する政策実施機関の統廃合）

に基づき実施されたものとされ、IGMR

は他の３機関と統合され、「地質鉱山研

究所」となるとされている。この地質

鉱山研究所の直接の所属機関は技術大

学となっており、管轄は文部省とされ

ている。なお、この政策実施機関統廃

合は、1997年３月末日を目処に完了す

るとのこと。

一方、ドゥグルジャブ農牧業・産業

省地質鉱山局長により去る１月末に聴

取したところによれば、本プロジェク

トの重要性を考慮してIGMR所属のC/P

は農牧業・産業省の傘下に残す方針で

あり、旧地質調査所が三分割された際

の中央分析所（Central Geological

L a b o r a t o r y）、地質情報センター

（State Geological Fund）に本プロジェ

クトのC/Pも併せて、新たに「地質調査

センター（仮称）」を農牧業・産業省管

轄下に組織したいと考えているとのこ

と。

※下記に基づき本プロジェク

トのR / D改訂が必要である

が、モンゴルの政策実施機

関の統廃合が３月末日を目

処として実施されているこ

とから、本調査団派遣時に

はまだ流動的な状況が予想

されるところ、R/D改訂は97

年度に入ってから実施する

こととする。

現状入手している左記情報

を確認する。また、新組織の組

織図、人員、予算、場所等につ

いて、情報を入手し、プロジェ

クトの実施に支障がないか再

確認する。

※下記のように、実施機関につい

ては本調査団派遣前に予想され

たような組織改編は行われない

が、昨年実施された省庁改編の

ため、モンゴル側政府系諸研究

機関改編の目処がついた段階で、

R/Dの改訂を行う。

現地における協議・調査の結果、

以下のとおり。

A.本プロジェクトの実施機関であ

る「地質鉱物資源研究所」及び協

力機関である「中央地質分析所」

は農牧業・産業省地質鉱山局傘

下の組織として存続する。すな

わち、実施体制については、従来

の体制から改変はない。

B.地質鉱物資源研究所については、

行政的には農牧業・産業省地質

鉱山局の傘下となるも、共同研

究やプロジェクトへの参画とい

う面で文部省との連携協力を強

化することとなる。
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調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

（1）組織改編（続き）

（2）所管省庁

（3）C/Pの配置状況

また、現中央分析所長が新設「地質調

査センター」の所長となるとの情報も

入手している。

1996年６月から７月にかけて政府機

構が改変され、従来本プロジェクトの

所管官庁だった旧エネルギー・地質・

鉱山省が、旧食糧・農牧省、旧通産省

と統合され、農牧業・産業省が組織さ

れている。（ただし、旧エネルギー・地

質・鉱山省のエネルギー部門はインフ

ラ開発省へ統合）

1995年11月の巡回指導調査時に確認

したC/P配置状況は以下のとおり。

Project Director（地質局長） 1

Project Manager（研究所長） 1

アドバイザー（分析所長、情報センター長） 2

地質学 10

古生物学 1

化学 5

物理学 2

計22名

組織改編により、C/PはIGMRから地質

調査センターへ移籍すると伝えられて

いる。

地質鉱物資源研究所長が本

プロジェクトのProject Man-

agerだったところ、新設され

る「地質調査センター」の所長

がProject Managerとなること

を確認する。また、現在のC/P

の中から中核になる人物を

Deputy Project Managerとして

任命し、プロジェクトの経緯

を理解した責任者として配置

するよう申し入れる。さらに、

C / Pだけでなく、サポートス

タッフの確保も申し入れる。

旧エネルギー・地質・鉱山省

地質局長がProject Director

だったころ、農牧業・産業省地

質鉱山局長がProject Director

となることを確認する。

C/Pのスムーズな移籍が行わ

れ、プロジェクトの進捗に悪

影響が出ないようにモンゴル

側に申し入れるとともに、新

たな体制下における配置につ

いて協議する。

Project Directorは農牧業・

産業省地質鉱山局長、Project

Managerは地質調査センターの

所長、アドバイザーは空席と

する。また、現在のC/Pの中か

ら中核になる人物をD e p u t y

Project Managerとして任命し、

プロジェクトの経緯を理解し

た責任者として配置するよう

申し入れる。

Project Managerについては、従

来どおり、地質鉱物資源研究所長

とする。Deputy Project Manager

については、実施機関の組織改編

が行われないため、特に任命しな

い。

左記のとおり確認した。

モンゴルより新たなC/Pリストが

提出されたところ、以下のとおり。

Project Director（地質鉱山局長） 1

Project Manager（研究所長） 1

アドバイザー（分析所長、情報センター長） 2

地質学 7

岩石学 3

古生物学 2

化学 4

地球化学 2

物理学 3

製図法 1

計26名

Deputy Project Managerについ

ては、実施機関の組織改編が行わ

れないため、特に任命しない。
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調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

（4）C/Pの離職

（5）ローカル予算

（6）建物・設備

（7）プロジェクト実

施場所の現状確

認

外資系鉱山会社がモンゴルへの進出

に伴い、高額な給与により大規模なリ

クルートを行っており、1996年12月以

降、地質学の４名が離職または離職予

定になっている。

組織改編がモンゴル国1997会計年度

（97年１月から12月）に入ってから実施

されている。

1997年１月以来の組織改編の動きの

中で、プロジェクトの実施場所（旧地

質調査所）の移転の可能性がある旨情

報を得ている。こういった中で、供与

機材のうち、据え付けを保留している

機材（Ｘ線解析装置＝XRD）もある。

累次調査団で、電力の不足、水の不

足、建物の老朽化等の問題点が指摘さ

れている。

現状を確認する。モンゴル

側にC/Pの速やかな補充と同時

に定着に関して強く申し入れ

る。今後もこの動きが継続す

ると考えられることから、プ

ロジェクトによる技術移転内

容の定着に関し、より一層配

慮するよう、プロジェクト専

門家チームとも意見交換を

行ったうえで、モンゴル側と

協議する。

必要な予算（1995年２月のR/

D上は1,700万トゥグリク、￥

１＝約Tg.６）が確保されてい

るか、確認する。また、専門家

の国内旅費、機器据え付け費、

その他のプロジェクト運営経

費がモンゴル側の負担となっ

ていることは、過去の調査団

が確認しているが、モンゴル

側組織体制が改変中であるこ

とも考慮し再確認する。

プロジェクトの実施計画進

捗上の問題や、大型供与機材

の据え付けも実施済みである

こと等も考慮し、移転は実施

しないよう、モンゴル側に申

し入れる。

XRDの据え付けが支障なきこ

とも確認する。

現状を確認し、必要に応じ

てモンゴル側に申し入れを行

う。

離職の状況は「状況及び問題点」

のとおり。モンゴル側は、C/P補充

の一貫として、文部省傘下の研究

機関との人事交流による、モンゴ

ルで著名な研究者のプロジェクト

への参画を表明した。日本側より

特に若いC/Pの定着について申し入

れを行った。モンゴル側は、定着に

対して具体的な方策をとる旨、約

束した。

モンゴル側より、モンゴル1997

会計年度予算として、2,500万トゥ

グリクを確保した旨表明された。

移転の可能性はなくなった旨、

確認した。また、建物についてはモ

ンゴル側予算（400万トゥグリク）

で供与機材の据え付けに対応でき

るように床の修復及び改装等を実

施。XRD（118号室）の据え付け場所

も確認した。

特別に技術移転に支障をきたす

問題点は見られなかったものの、

設備、電気等に関して、今後とも配

慮するよう、モンゴル側に申し入

れた。



- 8 -

調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

（8）現有機材の配置

状況等

（9）供与機材の利

用・管理状況

（10）機材の所有権

全般的に機材の配置スペースが限定

されている。1995年10月の巡回指導調

査団では、M/Dに機材配置のためのフロ

アプランを添付している。

また、一般供与機材として日本のODA

で供与された蛍光Ｘ線分析装置（＝

XRF）が故障している旨報告を受けてい

る。（納入メーカによる修理予定）

一部を除き、おおむね良好に管理さ

れている。

1995年11月の巡回指導調査実施時に、

所有権と優先的な使用権がIGM Rにあ

り、分析所も使用できる旨確認してい

る。

現状を確認し、必要に応じ

てモンゴル側に申し入れを行

う。

現状を確認する。プロジェ

クト期間中の技術移転、並び

にプロジェクト終了後の自立

発展に障害が出ないよう、C/P

が供与機材を利用できること

を確認する。また、可能であれ

ば、機材の所有権も実施機関

に帰するように配慮するよう、

申し入れる。

組織改編により、地質調査

センターに所有権が移管され

るよう申し入れる。最低でも

プロジェクト期間中の技術移

転、並びにプロジェクト終了

後の自立発展に障害が出ない

ようにC/Pが供与機材を利用で

きることを確認する。

機器の設置については、引き続

き限られたスペースの中で設置が

行われており、M/Dに機材配置のた

めのフロアプランを添付した。XRF

については、納入業者により修理

済み。

モンゴル側から、主要各機材の

管理責任者のリストが提出される

など、おおむね良好に利用・管理さ

れている状況が確認された。

実施機関については当初予想さ

れたような組織改編は行われない

が、今後ともプロジェクトの活動

に障害が出ないように、IGMRと分

析所が調整を行いながら機材を使

用するように申し入れた。



- 9 -

調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

（11）合同調整委員

会（Joint Coor-

d i n a t i n g

Committee）

（12）その他

２－２　プロジェクト

の目的、範囲の再

確認

1995年11月改訂のR/Dで合同調整委員

会のメンバーが、以下のように定めら

れている。（以下R/Dの抜粋）

（1）Chairman

General Director, Department

of Geology, Ministry of Energy,

Geology and Mining

（2）Members

1） Mongolian side

Director of the Institute of

Geology and Mineral Reseources

Official(s) concerned of Min-

istry of Trade and Industry

Other Personnel designated by

Chairman, if necessary（以下省

略）

専門家の執務室が不足しているとの

意見がかねてからあり、1995年11月の

巡回指導調査団の際には追加を検討中

との調査結果を得ている。

（1）組織改編の影響

1995年11月の巡回指導調査の際に、

プロジェクトの目的は研究所の人材

育成であることを確認している。

（プロジェクト目標＝モンゴル地質

鉱物資源研究所の鉱物資源調査手

法及び分析技術のキャパシティー

が向上する）

（上位目標＝モンゴルの地質鉱物資

源研究者の調査・分析技術レベル

が向上する）

（スーパーゴール＝鉱物資源の調

査・分析技術の向上を図ることに

より、モンゴルの鉱物資源開発に

資する）

（2）Master Plan, PDM

R/DのMaster Planを基に、1995年

11月の巡回指導調査団時にPDMを確認

しており、M/Dに添付されているが、

プロジェクト目標が「モンゴル地質

鉱物資源研究所の鉱物資源調査手法

及び分析技術のキャパシティーが向

上する」となっているなど、組織改

編後の状況にそぐわない点が生じて

いる。また、上記PDMの字句の一部に

も現状にそぐわない部分がある。（例

えば、前提条件に「モンゴルの鉱物

資源開発政策に果たせる地質鉱物資

源研究所の役割が明確に位置づけら

れる」とある）

モンゴル側メンバーのうち、

暫定的に議長（chairman）を農

牧業・産業省地質鉱山局長、メ

ンバーを地質調査センター所

長、農牧業・産業省関係者、必

要に応じて議長によって任命

された者とする。

現状を確認し、必要に応じ、

モンゴル側に申し入れを行う。

実施機関が地質調査セン

ターに移管されても、C/Pの人

材育成をプロジェクトの目的

とすることは変わりないこと

を確認する。また、上位目標・

スーパーゴールの達成のため

に、IGMRのモンゴルにおける

位置づけが新実施機関にも引

き継がれることを確認する。

1997年度のR/D改定時にMas-

ter Planの必要な字句を修正す

る。組織改編の状況が落ち着

いていると予想される1997年

度の巡回指導調査の際にPDMの

字句の見直しを行う。

モンゴル側メンバーのうち、暫

定的に議長（chairman）を農牧業・

産業省地質鉱山局長とした。

特に不足は見られなかった。

実施機関には変更がなく、プロ

ジェクト目標、上位目標、スーパー

ゴールにも変化なきことを確認し

た。

当初予定された実施機関の組織

改編が行われなかったため、字句

の見直しの必要なし。
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調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

２－３　技術協力計画

の実施状況確認

２－４　1996年度暫定

実施計画の進捗状

況

（1）日本側投入

プロジェクトの開始当初は、1994年

度における組織改編の影響、1994年夏

の洪水、機材調達の遅れによる影響等

があり、技術協力計画の遅れが懸念さ

れたが、その後、野外調査分野、分析

分野については順調に進捗しつつある

といえる。情報処理分野（大規模な

データベース構築については1995年11

月の巡回指導調査時にプロジェクトの

スコープから外している）については、

当初よりプロジェクトの後半に重点的

に行うとの計画であり、未着手。

（プロジェクト開始時からの日本側投入）

長期専門家延べ８名

短期専門家12名

研修員受入７名

機材供与（1994、1995年度分）

約１億9,400万円

a. 専門家派遣

・長期＝４名から５名に増員

坂巻幸雄（チーフアドバイザー）

　1994/6/17-1996/11/30（帰国済）

伊藤司郎（チーフアドバイザー）

　1996/11/17-1999/3/8

瓜本美穂（業務調整）

　1994/6/1-1996/5/31（帰国済）

樋口三岐子（業務調整）

　1996/4/22-1998/4/21

佐藤庸一（鉱床学）

　1994/8/30-1996/11/30（帰国済）

高橋敏夫（鉱床学）

　1996/11/17-1999/3/8

清水博司（機器分析）

　1994/12/13-1997/12/12

高橋裕平（岩石学）

　1997/3/6-1999/3/8

現時点までの野外調査、分

析、情報処理それぞれの詳細

計画に照らし、進捗状況を把

握するとともに、今後の計画

の見直しを行う。

内容を確認する。

野外調査分野、分析分野につい

ては、ほぼ順調に進捗している旨

確認した。情報処理分野について

は、他の政府系研究所の当該分野

への対応状況も把握したうえで、

協力内容について検討し、実施す

る。

確認した。
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調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・短期

高橋裕平（岩石学）

　1996/5/21-1996/12/25

伊藤俊弥（鉱床学（鉱床探査））

　1996/6/3-1996/7/31

関陽児（地質学（金銀鉱床））

　1996/6/6-1996/7/11

栗本史雄（地質学（層位学））

　1996/6/6-1996/8/4

加藤元（機器据付（AAS））

　1996/11/17-1996/11/30

今年度中にさらに１名（鉱物学

（XRD））派遣予定。また、今年度派

遣予定だった、試料調整、分析化

学機器設置調整各１名は、来年度

に入ってから派遣予定。

b. 研修員受入

T. Tsetsegmaa（機器分析）

　1996/7/15-19/8/20

B. Erdenebayar（機器分析）

　1996/7/15-1996/8/20

N. Ichinnorov（地質学）

　1996/10/7-1996/12/21

c. 供与機材

現地調達（岩石研磨機）実施済み

本邦調達は現在入札順備中

（誘導結合型プラズマ発光分析装

置（ICP）、示差熱分析装置（DTA）、

衛星画像解析装置、金属偏光顕微

鏡反射偏光証明装置、四輪駆動車、

実体顕微鏡、屋外調査用具、分析

ガラス器具類、分析試薬、粉砕用

具、遠心分離器、地図用複写機、サ

ンプル収納棚、上皿天秤、PHメー

ター）

（2）モンゴル側投入 内容を聴取し、確認する。 内容を聴取し、M/Dに記載した。

（1996モンゴル会計年度のモンゴ

ル側予算執行実績は、1,985万トゥ

グリク）
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調査項目 調査団実施前までの状況及び問題点 対処方針 調査・協議結果

２－５　1997年度実施

計画に対するモン

ゴル側の要望

（1）専門家派遣

（2）研修員受入

（3）機材供与

２－６　プロジェクト

の自立発展性

２－７　専門家の生活

環境

モンゴル側からの要望未表明。

ただし、リーダーより、各項目につ

いて以下の計画が示されている。

長期：５名継続

短期：８名（上記今年度派遣予定の２

名の延期分を含めると10名）

鉱床学 3名

地質学 1名

岩石学 1名

機器設置調整 1名

地質情報処理 1名

分析・乾式試金分析または

フレームレス 1名

短期については、野外調査時に多く

の短期専門家を派遣する計画になって

いるが、野外調査計画と専門家派遣と

の関連を現在プロジェクトにて取りま

とめ中である。

３名（鉱床学１名、分析化学２名）

試料収納用具、野外調査用具、分析用

試薬・器具、走査型電子顕微鏡SEM、カ

ラーコピー機、デジタイザー

協力終了後もプロジェクトが組織面、

財務面、技術面等で自立発展すること

が重要である。

1996年11月の長期専門家の赴帰任に

際しての滞在許可取得、住宅選定、私

有車の通関の際など、プロジェクト開

始当初に比べると格段にモンゴル側の

対応が良くなっているといわれている。

また、冬季にも野菜が豊富に出回る

ようになったなど、生活環境も向上し

ているといわれている。

要望のある場合には、持ち

帰り検討する。また要請書提

出時について確認する。

短期専門家、機材について

の計画をプロジェクトより聴

取する。

現状を確認し、モンゴル側

の配慮を申し入れる。

プロジェクト専門家チーム

より意見を聴取し、必要であ

れば持ち帰り検討する。

モンゴル側の要望については、

M/Dに記載したとおり。予算上の制

約等もあり、基本的にはリーダー

が示した計画のとおりに進めてい

く旨説明した。

モンゴル側へ配慮を申し入れた。

生活環境の改善について確認し

た。依然として厳しい生活環境で

はあるものの、特段の問題点は述

べられなかった。



付　属　資　料

１．ミニッツ
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